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令和 8 年度⼀般会計予算のあらまし 

１ 予算編成の基本    
本町の財政状況は、扶助費の増加をはじめ、新庁舎建設事業の完了や宇治⽥原⼭⼿

線整備等の大型事業の進捗に伴い、地方債残高の増加に加え、今後も公債費が大きく
増加する⾒込みであるなど、非常に厳しい状況下にあります。 

こうした中ではありますが、令和８年度は「第 6 次まちづくり総合計画」及び「第
３期地域創⽣総合戦略」に基づき、町制施⾏ 70周年を迎える節目の年として、「礎
を⼒に。未来へ歩み出す共創予算」と題し、未来へつなぐ⼤切な⼀歩を踏み出す事業
とともに、物価高騰に対する支援にも取り組むための予算を編成しました。 

 

２ 予算規模      
  「礎を⼒に。未来へ歩み出す共創予算」 

 64 億 8,500 万円         
対前年度 ＋ 7 億 9,700 万円（+14.0%） 

 
 

３ 予算の概要（8 年度当初予算）       
 (1) 歳入 

■町税        17 億 3,094 万円（⑦17 億 4,441 万円）     
    対前年度      △   1,347 万円（△0.8%）  
    □個⼈町⺠税の増            ＋     1,771 万円（ + ・3.9%） 
    □町たばこ税の増           ＋     3,210 万円（ + ・3.6%）    

    □法⼈町⺠税の減           △     2,989 万円（ △17.1%） 
    □軽⾃動⾞税の減      △     2,182 万円（△ 4.8%） 
    □固定資産税の減           △     2,156 万円（△ 0.2%） 

 
■地方交付税      14 億 8,000 万円（⑦13 億 6,000 万円）     
    対前年度       +  1 億 2,000 万円（＋8.8%） 
    □普通交付税の増           ＋ 1 億 2,000 万円（ + ・9.6%） 

＊普通交付税 ⑧13 億 7,000 万円 ⑦12 億 5,000 万円 
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■地⽅譲与税､各種交付⾦ 4 億 5,661 万円（⑦4 億 2,269 万円）      
    対前年度       +    3,392 万円（＋8.0%）  
    □地方消費税交付⾦の増          ＋  3,180 万円 
    □地⽅特例交付⾦の増           ＋   560 万円 
    □配当割交付⾦の増            ＋   340 万円 
    □環境性能割交付⾦の減             △   900 万円 

 
■分担⾦及び負担⾦     1,202 万円（⑦1,219 万円）      
    対前年度      △     17 万円（△1.4%） 

 
■使⽤料及び⼿数料     4,316 万円（⑦4,407 万円）      
    対前年度      △     91 万円（△2.1%） 

 

■国庫⽀出⾦       6 億 7,612 万円（⑦6 億 412 万円）     
    対前年度       +     7,200 万円（+11.9％） 
    □物価⾼騰対応重点⽀援地⽅創⽣臨時交付⾦の増 

□地⽅消費税交付⾦の増          ＋  5,270 万円 
    □道路事業費補助⾦の増          ＋  2,665 万円 
    □障がい者⾃⽴⽀援給付費等負担⾦の増      ＋  1,656 万円 
    □公⽴学校情報機器整備費補助⾦の減      △   2,530 万円 

 

■府⽀出⾦       4 億 5,335 万円（⑦4 億 1,178 万円）      
    対前年度       +     4,157 万円（+10.1％） 
    □給⾷費負担軽減交付⾦の増           ＋  2,111 万円 
    □重度訪問介護利⽤等利⽤促進事業補助⾦の増  ＋  1,028 万円 
    □参議院議員通常選挙委託⾦の減           △  1,000 万円 

 
■財産収入           1,438 万円（⑦443 万円）      
    対前年度       +    4 ,995 万円（+224.4%） 
    □基⾦利⼦収⼊の増            ＋   745 万円 
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■寄附⾦       ・2 億 5,500 万円（⑦2 億 5,500 万円）     
    対前年度       ±    4,990 万円（±0.0%） 

 

 
■繰⼊⾦  ・          4 億 8,310 万円（⑦4 億 7,424 万円）     
    対前年度       +    4,886 万円（+1.9%） 
    □減債基⾦繰⼊⾦の増             +  1 億 1,000 万円 
    □ふるさと応援基⾦繰⼊⾦の増         +  1 億 2,000 万円 
    □財政調整基⾦繰⼊⾦の減           △  1 億 2,500 万円 

 
■繰越⾦    ・      1,000 万円（⑦1,000 万円）      
    対前年度       ±    4,990 万円（±0.0%） 

 
■諸収入        ・ 5,361 万円（⑦4,827 万円）     
    対前年度       +    4,534 万円（+11.1%） 
    □後期⾼齢者医療広域連合受託事業収⼊の増    ＋   462 万円 

  
■町債       ・ 8 億 1,670 万円（⑦2 億 9,680 万円）      
    対前年度       +  5 億 1,990 万円（+175.2%） 
    □社会教育施設整備事業債の増          + 3 億 1,630 万円 

（⑧3 億 7,000 万円、⑦5,370 万円） 
    □消防分署整備事業債の増           +   7,710 万円 

（⑧8,990 万円、⑦1,280 万円） 
    □消防施設整備事業債の増           ＋   6,910 万円 

（⑧6,910 万円、⑦ - ） 
 
(2) 歳出 
 ① 義務的経費の推移 

■人件費         14 億 398 万円（⑦13 億 3,783 万円）     
    対前年度       +    6,615 万円（+4.9％） 
    □制度改正に伴う増              +   1,511 万円 

 
■扶助費  ・        6 億 6,381 万円（⑦6 億 4,313 万円）     
    対前年度       +    2,068 万円（+3.2％） 
    □障がい者⾃⽴⽀援給付等事業費、⽼⼈医療費⽀給事業費などの増 
    □就学援助・奨励事業費、障がい⽼⼈健康管理事業費などの減 
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■公債費       ・5 億 8,310 万円（⑦5 億 7,094 万円）      
    対前年度       +    1,216 万円（＋2.1％） 
    ＊地方債残高(年度末⾒込額) ⑧63 億 946 万円 ⑦60 億 4,540 万円  

   

 ② 投資的経費の推移 

■普通建設事業費    8 億 6,613 万円（⑦4 億 5,011 万円）     
    対前年度       + 4 億 1,602 万円（＋92.4％） 
    □総合文化センター改修事業費、体育施設集約化事業費、宇治田原

山手線整備事業費、道路施設⻑寿命化修繕事業費などの増 
    □宇治田原山手線関連事業費（工業団地線）、京都府衛星通信系防

災情報システム整備事業費などの減 
  
 ③ その他の経費の推移 

■物件費     ・   9 億 7,608 万円（⑦8 億 9,468 万円）     
    対前年度       +    8,140 万円（＋9.1％） 
    □道路台帳管理事業費などの増 
    □GIGA端末更新事業費などの減 

 

■補助費等       12 億 6,321 万円（⑦11 億 5,500 万円）     
    対前年度       +  1 億 821 万円（＋9.4％） 
    □⽔道事業会計負担⾦、まちを元気にするプレミアム商品券発⾏事

業費補助⾦などの増 
 

■繰出⾦     ・2 億 8,891 万円（⑦2 億 8,872 万円）      
    対前年度       +    4, 19 万円（+0.1％） 
    □介護保険特別会計繰出⾦の増           ＋    397 万円 
    □後期⾼齢者医療特別会計繰出⾦の増      ＋    395 万円 
    □国⺠健康保険特別会計繰出⾦の減       △    384 万円 

  （注）対前年度⽐％については、端数処理前の数値により算出しています。 
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＜参考＞ 

地方債残高 ＊各年度末                               （単位︓万円） 

 R5 R6 R7 
（⾒込） 

R8 
（⾒込） 

地方債残高総額(a) 64 億 7,890  62 億 5,814 60 億 4,540 63 億  946 
 臨時財政対策債(b) 21 億 2,618  19 億 4,078 17 億 4,312 15 億 4,282 
実質残高(a-b) 43 億 5,272   43 億 1,736 43 億 228 47 億 6,664 

基⾦残⾼ ＊各年度末                            （単位︓万円） 

 R5 R6 R7 
（⾒込） 

R8 
（⾒込） 

基⾦総額 16 億 1,327 17 億 8,430  20 億 742 18 億 1,056 
うち財政調整基⾦ 4 億 6,860 4 億   945 4 億 4,116 3 億 7,787 

 
財政調整基⾦繰⼊額 ＊当初予算ベース                     （単位︓万円） 

 R5 R6 R7 R8 
（⾒込） 

財政調整基⾦繰⼊額 1 億 1 億 5,000 1 億 9,000 6,500 
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礎を⼒に。未来へ歩み出す共創予算

『もっと ずっと 宇治田原』

❶やすらぎの
まちづくり

➋つながりの
まちづくり

❸にぎわいの
まちづくり

❹ハートのま
ちづくり

「第6次まちづくり総合計画・第3期地域創⽣総合戦略」と「⾏財政改⾰」を推進

うじたわらっ子育み応援戦略
子育て世代の希望の実現、安心し
て子どもを産み育てることのでき
る環境づくり

まちの活力アップ戦略
新しい⼈の流れの創出、地域の魅
⼒発信、働く場づくり

ずっと住み続けたいまちづくり戦略
シビックプライド醸成、住⺠の幸
福度の向上、安⼼・安全、健康の
まちづくり

３つのまちづくり戦略

まちの持続可能性を創出

まちづくり総合計画の４つの目標

めざすまちのイメージ

第６次まちづくり総合計画等推進のための重点施策
まちづくりの目標

❶ やすらぎのまちづくり 14億9,373万円 ➋ つながりのまちづくり 6億680万円
・地域防災対策事業費 戦略
・うじたわら健活フェスタ事業費 戦略
・成⼈⻭周病検診事事業費／妊婦⻭科健診事業費 戦略
・拡大新生児スクリーニング検査費用助成事業費 戦略
など 20事業

・宇治田原山手線関連事業費(工業団地線) 戦略
・地域公共交通事業者支援事業費 物価高

・宇治田原山手線整備事業費 戦略
・⽔道事業会計負担⾦(物価⾼騰対策⽔道料⾦減免事業) 物価高

など 15事業

❸ にぎわいのまちづくり 1億9,040万円 ❹ ハートのまちづくり 6億7,178万円
・ふるさと納税推進事業費 戦略
・「ハートのまち」移住定住プロモーション事業費 戦略
・まちを元気にするプレミアム商品券発⾏事業費補助⾦ 物価高

・お茶の京都観光まちづくり推進事業費 戦略
など 7事業

・乳児等通園支援事業費(こども誰でも通園制度) 戦略
・保育所体づくりデ茶レンジャー育成事業費 戦略
・⾼校⽣通学費補助⾦ 戦略
・小中学校給食費支援事業費 物価高

など 13事業

行政の基本姿勢

① 住⺠が主役のまちづくりの推進 782万円 ② 効果的な⾏財政運営 1,140万円
・集会所等整備事業補助⾦
・うじたわら未来トーク 若者会議開催事業費
・地域活動育成支援事業費

・町制施⾏70周年記念式典開催事業費
・⾏政改⾰・⾏政評価推進事業費
・キャッシュレス決済導入事業費 DX

重点施策 61事業 29億8,193万円
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１ やすらぎのまちづくり
暮らしの不安要因を減らすとともに、保健・医療体制の充実を図る

1 地域防災対策事業費
地震ハザードマップを改定

｛主要事項P5｝

■地震による建物等の
倒壊等から住⺠の⽣
命、身体及び財産を
保護することを目的
に、地震による被害
想定を示した地震ハ
ザードマップを改定。

3

2 うじたわら健活フェスタ事業費
健康づくりをテーマにした体験型イベント
■すべてのライフス
テージを対象に、
健康づくりに関す
るさまざまな情報
を発信・提供する
参加・体験型イベ
ントを開催。

拡大新生児スクリーニング検査費用助成事業費

｛主要事項P20｝

先天性代謝異常等を早期に発⾒
■公費負担により無料で受けることができる新⽣児マススク
リーニング検査にオプション項目を追加した場合、その費
用を町が独自に助成。

【内容】対象疾患︓ポンぺ病、ムコ多糖症１型、ムコ多糖症
２型、ムコ多糖症４型、ムコ多糖症６型、ムコ多糖症７型
／助成額︓新⽣児⼀⼈につき上限15,000円

｛主要事項P29｝

広域交通・道路と整合のとれた交通環境をはじめとする都市基盤の整備と

２ つながりのまちづくり恵まれた自然環境の保全

1 宇治田原山手線整備事業費 他
道路ネットワーク構築による新名神効果の波及
■宇治⽥原⼭⼿北線（禅定寺〜緑苑坂）約1.2km（道路
新設・舗装⼯事）、宇治⽥原⼭⼿線（岩⼭〜⽴川）約
2.2km（京都府施工）。

■【宇治田原山手線関連事業費（工業団地線）】宇治田
原山手線と工業団地を結ぶ宇治田原工業団地線の整備
を⾏うための⽤地買収等を⾏う。

2 物価⾼騰対策⽔道料⾦減免

｛主要事項P33・P41｝

物価⾼騰下の住⺠⽣活・事業活動を1年間⽀援
■エネルギー・⾷料品価格等の物価⾼騰の影響を受けた
⽔道使⽤者の負担軽減を図るため、⽔道基本料⾦を1年
間減免。

【期間】令和8年4月から1年間（6期＝12か月分）
【内容】基本料⾦の全額を減免

｛主要事項P48｝
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地域資源を活用しながら、移住定住や産業・観光振興、雇用創出につなげ、

３ にぎわいのまちづくり
活気あふれる賑わいのまちへ

1 「ハートのまち」移住定住プロモーション事業費
シティプロモーションを展開し関係人口を創出
■移住定住促進と関係人口の創出を図るため、京都ブラ
ンドと「緑茶発祥の地」の強みを活かしながら、『京
都に、宇治田原町。』のプロモーションを推進。

【内容】移住定住ポータルサイト「うじたわらいく」の
更新・運⽤／SNS（インスタグラム等）によるまちの
魅⼒発信／中央公園を活⽤したにぎわい創出イベント
の開催 など。

2 まちを元気にするプレミアム商品券発⾏事業費補助⾦

｛主要事項P36｝

プレミアム率40％の商品券で暮らしと地域経済を下支え
■物価高騰の多大な影響が及ぶ地域経済の下支えとして、
住⺠⽣活の⽀援と商⼯業者の活性化を図るため、町商
⼯会のプレミアム商品券発⾏経費を補助。

【内容】プレミアム率︓40％／発⾏単位︓1,000円券
×7枚綴／発⾏セット数︓10,000セット

｛主要事項P45｝

※※※※ 写真はイメージです。

子どもを産み育てる環境と教育の充実を図り、

４ ハートのまちづくり
郷土愛の醸成や多様性を認め合える共生の心を育む

1 未来挑戦隊チャレンジャー育成PROJECT【総括表】
⼦どもたちの夢を全⼒応援︕未来を担う⼈材を育成

｛主要事項P56｝2 3

■在宅で⼦育てしてい
る世帯の子どもを対
象に、保護 の者 就労
の有無にかかわらず、
月一 時定 間まで保育
所が利⽤できる制度
をスタート。

こども誰でも通園制度

｛主要事項P2｝

育ちの支援 集 生と 団 活の機会を提供

■ふるさと納税を活用して、 に夢 向 っか て挑戦する子どもた
ちを応援する、特色ある横断的なプロジェクトを展開する。

■子どもたちが大人になっ きたと 、まちの大人やまちのおか
ビ ク 醸

げで成⻑できたと思えるような、直接・投資的な事業を⾏
うことで、シ ッ プライドの 成を図る。

｛主要事項P26｝ 小中学校給食費支援事業費
者保護 の経済的負担 軽を 減

■物価高騰による保護者
の経済的 を負担 軽減す

援
るため、給⾷費を通年
で町が支 。

【内容】⼩学校︓1年間
無料／中学校︓値上げ
分を1年間町が負担
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⾏政の２つの基本姿勢
総合計画

1 多様な主体との交流・連携によるまちづくり
対話と意⾒聴取の機会を創出
■町⾏政と住⺠の情報共有と意⾒聴取、対話（ミートアッ
プ、若者会議など）の機会を創出。

■住⺠、企業と町職員相互の理解醸成の推進。
■わかりやすい情報発信。
■官⺠連携の促進 ＝ ⾃治体、⺠間企業との災害協定、京
都⾏政書⼠会との連携協定 など。
町制施⾏70周年【総括表】
70年の歩みを、今、未来へ。

9■令和8年 月30日に町制施 迎⾏70周年を える宇治田原町。
この記念すべき節目の年を迎えるにあたり、「70周年記
念」の冠称を付して、各種事業や取組を実施することで、
先人のご苦労や業 に績 感謝するとともに、町全体でお祝
いの機運 醸を 成し、一 感体 を高める。

【内容】町制施⾏70周年記念式典／うじたわら未来トーク
若者会議／バス運転⼠確保・応援事業／ふるさとの品開
発⽀援事業／お茶の京都観光まちづくり推進事業 など。

｛主要事項P1｝

❶ 住⺠が主役のまちづくり

2

キャッシュレス決済導入事業費
デジタル化社会 応に対 した支払環境を整備

■「第７次⾏政改⾰⼤綱」(DX 本基 計画を包含)に定め
る取組 柱 一の の つ、「スマート自治体への転換」方
針に沿って、役場や各施設窓⼝においても利⽤者の
利便性を図るため、キャッシュレス決済に対応する
環境を整備。

｛主要事項P53｝

➋ 効果的な⾏財政運営とデジタル化の推進

役場組織機構の⾒直し

本■ 町を り く取 巻 社会経済情勢が厳しさを増す中、ま
ちの未来を切り拓く重要施策を強⼒に推進していく
ため、組織体制の⾒直しを⾏う。

【内容】シティプロモーションやふるさと納税、移住
定住施策 一等を 体的に推進する「まち未来創造課」
の新設 など。

まちの未来を切り拓く重要施策を⼀層推進
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令和８年度一般会計予算編成概要 

 

○予算編成の基本的な考え方 
 内閣府の⽉例経済報告によると「景気は、⽶国の通商政策による影響が⾃動⾞産業
を中心にみられるものの、緩やかに回復している。先⾏きについては、雇⽤・所得環
境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を⽀えることが期待される。ただし、今後
の物価動向や米国の通商政策をめぐる動向などの景気を下押しするリスクに留意する
必要がある。また、⾦融資本市場の変動等の影響に引き続き注意する必要がある。」
とされているところです。 

 
国の予算は、「経済財政運営と改革の基本方針2025」における令和8年度予算編成

に向けた考え方に基づき、切れ目なく、「強い経済」を実現するため、これまでの歳
出改⾰努⼒を継続する中で、財源を確保して複数年度で計画的に取り組んでいる重要
政策課題を着実に推進できるように取り組むとされています。 

 
こうした動きと並⾏して、総務省は、地方公共団体が、「地方創生2.0」やDX・GX

の推進、防災・減災対策の取組の強化、⽼朽インフラの適切な管理、地域医療提供体
制の確保、物価⾼を踏まえた公共事業や施設管理、サービス等における価格転嫁の推
進など、活⼒ある持続可能な地域社会の実現等に取り組むことができるよう、安定的
な税財政基盤を確保することが令和8年度の地⽅財政の課題としています。 

 
一方、地方財政計画では、物価⾼の中で、経済・物価動向等を適切に反映するとと

もに、社会保障経費や人件費、教育無償化に係る地方負担の増等を歳出に計上し、地
方公共団体が様々な⾏政サービスを安定的に提供できるよう、地方交付税等の一般財
源総額について、令和7年度を上回る額を確保するとされているものの、現実的にそ
の厳しい財政状況が改善される⾒通しを得るところまで至っていない現状となってい
ます。 

 
本町におきましても、例外無く経常経費が増加する状況下にありますが、国政や経

済の動きに対応するとともに、未来へつなぐ⼤切な⼀歩を踏み出す事業や⾜元の物価
高騰に対する支援等を中心とした令和 8年度当初予算を編成しています。 

予算規模は、過去最大となる 64 億 8,500万円（対前年度⽐ 7 億 9,700 万円（14.0
％増））としたところです。  
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○令和８年度⼀般会計当初予算の規模と構成 

 令和８年度⼀般会計当初予算の規模は、64 億 8,500万円と前年度当初予算に⽐べ
7 億 9,700 万円、14.0%の増となりました。これは、総合文化センター改修事業費、
体育施設集約化事業費、消防分署整備事業費、宇治田原山手線整備事業費などの増加
が大きな要因となっています。 
 

〈歳 出〉 

 議会費では、議員報酬や議会の活動に要する経費など 8,511 万 7 千円を計上して
います。 
 
 総務費では、総務管理費、徴税費、⼾籍住⺠基本台帳費、選挙費、統計調査費、監
査委員費の 6 項目で、11 億 6,330 万 5 千円を計上しています。 
 
 総務管理費では、10 億 2,752 万 9 千円を計上しています。 
 
 ⼀般管理費では、町制施⾏７０周年記念式典開催事業費をはじめ、庁舎維持管理経
費、⼈権政策や男⼥共同参 平画の推進、また、 和推進啓発事業費、基幹系システムの
運営やＩＴ化の推進に要する経費などを計上しています。 
  
 ⽂書広報費では、町広報紙の発⾏経費などを計上しています。 

 
会計管理費では、財務会計 スシ テム運営経費、キャッシュレス 済決 導⼊事業費など

を計上しています。 
 
 財産管理費では、町有財産損害賠償保険料などを計上しています。 
  
財政調整基⾦費では、各種基⾦の利⼦積⽴ ふをはじめ、 るさと応援基⾦や豊かな森
育を てる基⾦の積⽴⾦などを計上しています。 

 
企画費では、うじたわら未来トーク 若者 議会 開催事業費を新たに計上するととも

に、「ミラチャレ」パワーアップ研究・発信事業費をはじめ、ふるさと納税推進事業
費や「ハートのまち」移住定住プロモーション事業費、また「ハートのまち」移住定
住者応援事業費、空家等活⽤移住促進事業費補助⾦などを計上しています。 
 

災害対策費では、地震などの自然災害に備え、これからも安心して暮らせるまちを
目指すため、新たに公表された地震被害想定を示したハザードマップを改定する地域
防災対策事業費などを計上しています。 
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 諸 区費では、 ・⾃治会の活動を⽀援 集する経費をはじめ、 会所等整備事業補助⾦や
町外につながる路線バスの継続的な運⾏への⽀援 バ 運 ⼠として、 ス 転 確保・応援事業
費及び地域公共交通事業者支援事業費などを計上しています。 
 
 徴税費では、京都地⽅税機構負担⾦をはじめ、固定資産評価整備事業費など 8,513
万 8 千円を計上しています。 
 
 ⼾籍住⺠基本台帳費では、⼾籍情報システムや住⺠基本台帳ネットワークシステム
の運営経費など 3,962 万 3 千円を計上しています。 
 
 選挙費では、選挙管理委員会の運営経費をはじめ、京都府知事選挙及び京都府議会
議員選挙の執⾏に要する経費として、976 万 4 千円を計上しています。 
 
 統計調査費では、各種指定統計調査事業費など 80 万 5 千円を計上しています。 
 
 監査委員費では、町の財務執⾏や出納管理などの監査に要する経費として、44 万 6
千円を計上しています。 
 
 ⺠⽣費では、社会福祉費、児童福祉費の 2 項目で 16 億 1,200 万 6 千円を計上し
ています。 
 
 社会福祉費では、10 億 7,305 万 1 千円を計上しています。 
 
 社会福祉総務費では、地域福祉計画の策定に要する費用をはじめ、障がい者を支援
する経費を計上しています。 
また、⼦育て⽀援医療費⽀給事業費を計上しているほか、国⺠健康保険特別会計繰

出⾦など、制度上必要な経費を計上しています。 
 

 ⽼⼈福祉費では、⾼齢者の健康づくりとフレ ルイ 予防を⼀層推進するための、⾼齢
者の保健事業と介護予防等の一体的実施事業費をはじめ、配食サービスや移送サービ
スの提供など高齢者が地域で暮らし続けることを支援するために要する経費などを計
上しています。 
そ ほの か、⽼⼈医療費⽀給事業費や後期⾼齢者医療事業費をはじめ、介護保険特別
後会計や 期⾼齢者医療特別 繰会計への 出⾦など、制度上必要な経費を計上しています。 

 
 ⽼⼈福祉施設費では、⽼⼈福祉セ タン ーの運営費を計上しています。 
 
 児童福祉費では、5 億 3,895 万 5 千円を計上しています。 
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 児童福祉総務費では、地域ぐるみの子育て支援を推進するための地域子育て支援セ
タン ー事業をはじめ、⼦育てサービス利⽤⽀援事業などに要する経費とともに、子ど

も ちた が地域で安⼼して遊ぶことができるよう児童遊園の適正 うな管理を⾏ 経費など
を計上しています。 
そ ほの か、児童⼿当⽀給事業費など、制度上必要な経費を計上しています。 
 

 児童福祉施設費では、こども誰で 通も 園制度に係る経費を新たに計上するほか、保
育所の運営費、病児・病後児保育事業や一時保育事業などに要する経費とともに、保
育所児童の体づくりや自発的にチャレンジする意欲的な心を育成するため、保育所心
を ン育む茶レ ジャ 育ー 成事業や保育 づ所体 くり ンデ茶レ ジャ 育ー 成事業に要する経費
を計上しています。 
 
 衛生費では、保健衛生費、清掃費の 2 項目で 4 億 3,802 万 6 千円を計上していま
す。 
 
 保健衛生費では、2 億 2,466 万 5 千円を計上しています。 
 
 保健衛生総務費では、健康づくりをテーマに開催する「うじたわら健活フェスタ」
に要する経費をはじめ、うじたわらウォーキング（walk・筋・ing）応援事業費など
を計上しています。 

また、妊産婦等に対して心身のケア等の⽀援を⾏う妊娠・出産包括⽀援事業費のほ
か、⺟⼦ 健保 事業などに要する経費とともに、成⼈を対象とした 周⻭ 病検診及び妊婦
⻭科健診費⽤、妊産婦健康診査や新⽣児聴覚検査費⽤への助成など、住⺠の健康増進
を図る経費を計上しています。 

さらに、各種がん検診をはじめ、高齢者人間ドック事業など種々の検診事業に要す
る経費のほか、物価高騰対策として水道基本料⾦を 1年間減免するための費⽤などを
計上しています。 
 
 予防費では、感染症予防対策として、各種予防接種の実施に要する経費を計上して
います。 
  
 環境衛⽣費では、家庭⽤⾃⽴型再⽣可能エネルギー設備設置に対する補助をはじめ、
持続可能な社会の実現に向けた取組として、住⺠の⾃主的な環境活動を促進する経費
を計上しています。 
そ ほの か、環境保全調査事業や不法投棄対策事業、合併処理 化 設浄 槽 置整備事業な

どに要する経費を計上しています。 
 
清掃費では、ごみ処理に要する城南衛⽣管理組合への負担⾦やごみ・資源化物収集

運搬事業費など、2 億 1,336 万 1 千円を計上しています。 
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 労働費では、町内企業の雇用や就業者の町内移住の促進を図るための経費をはじめ、
林 従 者業 事 の雇⽤確保のため、町有林を適切に管理する経費として、1,520 万円を計
上しています。 
 
 農林⽔産業費では、農業費、林業費、⽔産業費の 3 項目で、1 億 8,362 万 1 千円
を計上しています。 
  
 農業費では、1 億 878 万 8 千円を計上しています。 
  
 農業委員会費では、農業委員会の運営経費を計上しています。 
  
 農業振興費では、農業の振興を図るため、共同施設の設置や農機具の共同化・合理
化のほか、⾼品質な⽟露・てん茶の⽣産に必要な被覆棚整備などを支援する農林業振
興事業費補助⾦、茶園 新 植の 改 に対する補助事業に要する経費などを計上しています。 

 
農 農地費では、 業の⽣ 性 ⼟産 を⾼めるため、 地改良事業補助 ⼟⾦をはじめ、 地の境
、界 ⾯積の測量を⾏う地籍調査事業費などを計上しています。 

 
 山村振興費では、農地の有する多面的機能の維持を図るため、地域ぐるみの共同作
業の支援に要する経費などを計上しています。 
 
 林業費では、7,468 万 3 千円を計上しています。 
 
 林業総務費では、森林組合事務費補助⾦などを計上しています。 
  

業林 振興費では、間伐事業及び森林 界 明境 の 確化事業に対する各種補助⾦、森林の
営経 管理に係る経費などを計上しています。 

 
 有害獣駆除費では、猟友会や地域住⺠、関係機関との連携・協⼒のもとで取り組む
有害鳥獣の駆除や被害防止のほか、緊急的なクマ出没に備えて緊急銃猟の実施に要す
る経費などを計上しています。 
 
 ⽔産業費では、漁業組合助成⾦ 15 万円を計上しています。 
 
 商工費では、8,577 万 6 千円を計上しています。 
 
 商工総務費では、消費生活相談窓口の設置経費などを計上しています。 
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 商工振興費では、クラウドファンディングを活用するふるさとの品開発支援事業費
や物価高騰の影響を受けた地域経済の下支えと生活者への支援としてまちを元気にす
るプレミアム商品券発⾏事業費補助⾦を計上するととも 企に、 業の負担 軽を 減し経営
の安定化を図 信るため、 ⽤保証料や融資利⼦に対する助成、経営指導を実施する商⼯
会への助成に要する経費などを計上しています。 
 
 観光費では、観光まちづくりの実現を図るための経費をはじめ、末山及びくつわ池
⾃ 公 や然 園 ⻄ノ⼭ふれあい交流施設の管理・運営に要する経費、地域おこし協 隊⼒ 事
業費などを計上しています。 
 
 土木費では、⼟⽊管理費、道路橋梁費、河川費、住宅費、都市計画費の 5 項目で 7
億 3,013 万円を計上しています。 
 
 ⼟⽊管理費では、職員⼈件費など⼀般管理経費 6,930 万 4 千円を計上しています。 
 
 道路橋梁費では、3 億 4,703 万 4 千円を計上しています。 
 
 道路橋梁総務費では、道路台帳の整備・管理・電⼦化に要する経費や、都市計画道
路宇治⽥原⼭⼿線 早 完 求 議 助の 期 成を める住⺠会 の活動を 成する経費などを計上して
います。 
 
 道路維持費では、住⺠が安全かつ快適に通⾏できる⽣活道路を維持・確保するため、
道町 の維持管理に必要な経費ととも ボに、 ランティア団体による道路敷花壇の整備を

支援する経費などを計上しています。 
  
 道路橋梁新設改良費では、新名神⾼速道路の建設にあわせて整備する宇治⽥原⼭⼿
線の新設・舗装工事費をはじめ、宇治田原工業団地線に要する経費を計上しています。 
また、住⺠⽣活の利便性・安全性 快 性・ 適 を確保するため、 活⽣ 道路の整備 良改 に

要する経費を計上しています。 
 

 交通安全対策費では、⾃転⾞の交通安全対策として⾃転⾞乗⾞⽤ヘルメット普及促
進に取り組むほか、安全灯や ーカ ブミラーの整備に要する経費や、朝⼣の 通 が交 量 増
⼤している町道路線 交の 通安全対策に要する経費などを計上しています。 
 
 河川費では、町管理河川の草刈や維持補修に要する経費 354 万 3 千円を計上して
います。 
 

宅住 費では、町営 宅住 の管理のための経費 158 万 2 千円を計上しています。 
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 都市計画費では、3 億 866 万 7 千円を計上しています。 
  
都市計画総務費では、⽊造住 の宅 耐震改修助 都成費、 市公園の維持管理費、町内に

おける空家等の適正な管理や利活⽤、定住化を促進するための総合的な取組を推進す
る経費のほか、下⽔道事業会計補助⾦などを計上しています。 

 
 消防費では、4 億 5,766 万 4 千円を計上しています。 
 
 常備消防費では、京田辺市に消防事務を委託する経費をはじめ、京都市以南の京都
府南部 消 指 セ タ地域の 防 令 ン ーを共同化するための 府京都 南部消 指 セ タ防 令 ン ー共同
運用整備事業費や京田辺市消防署宇治田原分署の⻑寿命化対策に要する経費を計上し
ています。   
また、宇治⽥原分署に配備している消防⾃動⾞、救急⾃動⾞の維持管理経費、分署

施設の維持管理に係る経費などを計上しています。 
 
 非常備消防費では、消防団活動に要する経費をはじめ、消防⾞両及び消⽕栓などの
維持管理に係る経費などを計上しています。 
 
 消防施設費では、湯屋谷消防団器具庫建設に要する経費をはじめ、消防団装備品・
資 の機材 整備・更新経費を計上しています。 
 
 教育費では、教育総務費、小学校費、中学校費、社会教育費、保健体育費の 5 項目
で 10 億 9,787 万 7 千円を計上しています。 
 
 教育総務費では、1 億 3,748 万 3 千円を計上しています。 
 
 教育委員会費では、教育委員会の運営経費を計上しています。 
 
 事務局費では、私⽴幼稚園利⽤者の負担軽減を図る幼稚園教育振興費をはじめ、⼩・
中学生を対象に学びの場を創出する寺子屋「うじたわら学び塾」の運営経費などを計
上しています。 
そ ほ ⼩の か、 中⼀ の貫教育 検討 部や 活動地域連携・地域移⾏推進事業費、通学路の

安全確保を図るための地域住⺠による⾒守りパトロール隊活動に対する⽀援に要する
経費を計上しています。 

 
 育英費では、奨学⾦に要する経費とともに、⾼校に通学する⽣徒の保護者の経済的
負担軽減のため、高校生通学費補助⾦を計上しています。 
 
 小学校費では、1 億 385 万 9 千円を計上しています。 
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学校管理費では、 報情 ネットワーク機器の維持経費や学校施設の維持管理に要する

経費などを計上しています。 
  

教育振興費では、タブレット端末を活用した AI ドリルに係る経費やデジタル社会
に対応できる人材を育成するための先端プログラミング教育推進に要する経費をはじ
め、各⼩学校 学の ⼒向上に る係 補助教員の経費、特別⽀援補助教員の経費、 ⼒学 診断
テストの実施、診断結果の活用経費を計上しています。 
また、児童の読書活動の普及や国語⼒の向上を図るため、学校図書室の運営に要す

る経費とともに、 ・就学援助 奨励事業費やスクールバ 運ス ⾏事業費などを計上してい
ます。 
 
 中学校費では、7,071 万 5 千円を計上しています。 
 
 学校管理費では、⼩学校と同様、情報ネットワーク機器の維持経費や学校施設の維
持管理に要する経費などに加 部え、 活動の活性化を図るため各種⼤会等への出場助成
に要する経費を計上しています。 
 
 教育振興費では、⼩学校と同内容に加え、英語活⽤能⼒を⾼めるため英語検定の受
検費⽤を助成する経費、修学旅⾏援助費、通学ヘルメット⽀給に要する経費、中学校
で町内企業と連携した商品開発授業などを実施するふるさと応援キャリア教育事業費
などを計上しています。 
 
 社会教育費では、4 億 293 万 7 千円を計上しています。 
 
 社会教育総務費では、⽣涯学習推進事業費をはじめ、⽂化協会助成⾦を計上してい
ます。 

また、放課後子ども教室推進事業費をはじめ、学社連携事業に取り組む団体や子ど
も会に対する助成に要する経費などのほか、奥山田化石広場運営に要する経費を計上
しています。 

 
 ⽂化財保護 ⽂費では、 化財の管理保全事業費や 保 継⽥原祭 存 承助成⾦などを計上し
ています。 
 
 総合文化センター費では、総合文化センターさざんかホール等の大規模改修に係る
経費をはじめ、施設の維持管理費などを計上しています。 
 
 図書館費では、多文化共⽣の視点から、ボードゲームなどを活⽤した外国⼈住⺠と
の交流機会を創出する経費をはじめ、読書環境の充実を図るため、計画的な図書購入
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に要する経費などを計上しています。 
 
 放課後児童健全育成事業費では、田原児童育成施設及び宇治田原児童育成施設の運
営経費などを計上しています。 
 
 保健体育費では、3 億 8,288 万 3 千円を計上しています。 
 
 保健体育総務費では、スポーツの普及・振興を図るため、スポーツ推進委員会が実
施する事業に要する経費、スポーツ協会活動に対する助成費用などを計上しています。 
 

育体 施設費では、住⺠体育館をはじめ、住⺠ ラ ン や ラ ング ウ ド 奥⼭⽥グ ウ ドふれあ
広い 場の管理運営費を計上するとともに、住⺠ ープ ル及びトレー ンニ グセ タ 棟ン ー の

撤去及び駐⾞場整備 う 育を一体的に⾏ 体 施設集約化事業費を計上しています。 
 
 学校給食費では、物価高騰への手当として小学校給食の保護者負担分を 1年間⽀援
する経費とともに、中学校給食についても、給食費値上がり相当分を支援する経費を
計上するほか、共同調理場の改修に係る経費や施設の管理経費、学校給⾷の運営に要
する経費を計上しています。 
 
 災害復旧費では、万一の災害に備えた農地農業用施設、林業施設及び公共⼟⽊施設
の復旧事業の経費として 3 項目で、2,918 万円を計上しています。 
 
 公債費では、令和 7 年度末⻑期債現在⾼⾒込 60 億 4,540 万 1 千円に対する元利

⾦償還 及び⼀ ⾦時借⼊ 利⼦として、5 億 8,309 万 8 千円を計上しています。 
 
 予備費では、予算外の支出、又は予算超過の支出に充てる経費として 400 万円を
計上しています。 
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〈歳 入〉 

 歳⼊については、令和８年度地方財政計画に⾒込まれている数値を参考とするとと
もに、前年度（令和７年度）の収⼊⾒込額等を考慮し、収支の均衡を図り計上してい
ます。 
 

 町税は、前年度収⼊ 込⾒ 額や今後の景気動向等を考慮し、全体として 0.8％（1,346
万 7 千円）減の 17 億 3,094 万 7 千円を計上しています。 
 個⼈町⺠税は、前年度当初⽐で 3.9％（1,770 万 7 千円）の増、法⼈町⺠税は、前
年度当初⽐で 17.1％（2,989 万 2 千円）の減を⾒込み、町⺠税全体としては、1.9％
（1,218 万 5 千円）減の 6 億 1,441 万 1 千円を計上しています。 
固定資産税は、土地で 1.5％（396 万 6 千円）の増、家屋で 1.4％（471 万 3 千

円）の増、償却資産は設備投資の減少により 2.4％（1,006 万 1 千円）の減を⾒込み、
固定資産税全体としては、0.2％（155 万 9 千円）減の 10 億 2,002 万 3 千円を計上
しています。 
 軽⾃動⾞税は、環境性能割が廃止されることの影響を踏まえ、4.8％（182 万 4 千
円）減の 3,580 万 7 千円を計上しています。 
 町たばこ税は、3.6％（210 万円）増の 6,070 万 6 千円を計上しています。 
 
 地方譲与税は、地方揮発油譲与税、⾃動⾞重量譲与税及び森林環境譲与税を合わせ
たもので、地方財政計画等を基に算定し、全体として 2.3％（148 万 1 千円）減の
6,320 万 5 千円を計上しています。 
 
 地⽅消費税交付⾦など各種交付⾦は、前年度収⼊⾒込額及び地⽅財政計画を基に算
定し、合計で 9.9％（3,540 万円）増の 3 億 9,340 万円を計上しています。 
 
 地方交付税は、国の地方財政計画において、総額で 6.5％の増額が示されたことか
ら、普通交付税は 9.6％（1 億,2000 万円）増の 13 億 7,000 万円、特別交付税は、
前年度の収⼊ 込⾒ 額等を考慮し、前年と同額の 1 億 1,000 万円を⾒込み、地⽅交付
税全体としては 8.8％（1 億 2,000 万円）増の 14 億 8,000 万円を計上しています。 
 
分担⾦及び負担⾦は、前年度収⼊⾒込額等を基に算定し、1.4％（16 万 7 千円）減

の 1,202 万円を計上しています。 
 
 使⽤料及び⼿数料は、道路占用料や⼾籍⼿数料、町営住宅や住⺠体育館等の施設使
料⽤ などであり、前年度収⼊⾒込額等を基に算定し、2.1％（90 万 6 千円）減の 4,316

万 4 千円を計上しています。 
 
 国庫⽀出⾦は、公⽴学校情報機器整備費補助⾦が皆減するものの、物価高騰対応重
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点 援⽀ 地⽅創⽣臨時交付⾦の増などにより、11.9％（7,200 万円）増の 6 億 7,612
万 2 千円を計上しています。 
 
 府⽀出⾦は、給⾷費負担軽減交付⾦の増などにより、10.1％（4,157 万 4 千円）増
の 4 億 5,335 万 4 千円を計上しています。 
 

財産収入は、各種基⾦の ⽤運 利⼦などであり、前年度収⼊ 込⾒ 額等を基に算定して
ふいますが、 るさと応援基⾦利⼦収⼊の増などにより、224.4％（994 万 9 千円）増

の 1,438 万 3 千円を計上しています。 
 
 寄附⾦は、ふるさと応援寄附⾦及び企業版ふるさと応援寄附⾦として、前年度収⼊
込⾒ 額を基に⾒込み、前年度同額の 2 億 5,500 万 1 千円を計上しています。 

 
 繰⼊⾦は、歳⼊不⾜を補うため、財政調整基⾦繰⼊⾦ 6,500 万円及び減債基⾦ 1 億
1,000 万円を計上するとともに、事業の特定財源として、公共施設整備基⾦繰⼊⾦
1,200 万円、庁舎建設基⾦繰⼊ ふ⾦ 6,015 万 2 千円、 るさと応援基⾦繰⼊⾦ 2 億円、
豊かな森 育を てる基⾦繰⼊⾦ 2,231 万 4 千円などを計上し、合計で 1.9％（885 万 6
千円）増の 4 億 8,309 万 6 千円を計上しています。 
  
 繰越⾦は、決算剰余⾦が⽣じた場合、翌年度の財源として繰り越すものとして、1,000
万円を計上しています。 
  
 諸収入は、前年度収⼊⾒込額等を基に算定し、11.1％（534 万 2 千円）増の 5,360
万 8 千円を計上しています。 
 
 町債は、道路橋梁改良舗装事業債をはじめ、社会教育施設整備事業債等の建設事業
債などを新たに借り入れることから 175.2％（5 億 1,990 万円）増の８億 1,670 万
円を計上しています。 
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